国際価値論再考—国際価格論への展開— by 岩田 勝雄
１．国際価値論をめぐる諸論点
　価値法則とは「商品の価値の大きさはその商品の生産に社会的に必要な
労働の量（労働時間）によってきまる，という商品の価値規定を基礎とし
て，商品の生産と流通を支配する法則」である1），とするのがマルクス主
義経済学の一般的解釈となっている。「価値法則」の解釈が定義通りであ
るとすれば，国際間における「価値法則の修正」とは，国際間において商
品の価値規定（社会的労働時間の量によって決まる）が修正されることを意味
することになるのか，それとも「商品の生産と流通を支配する法則」が修
正されるのであろうか，あるいは「価値規定」および「商品の生産と流通
を支配する総則」どちらも修正されるのであろうか。
　これまでの国際価値論研究はマルクス『資本論』第20章の叙述の「価値
1）　種瀬茂「価値法則」『大月経済学辞典』大月書店，1979年，88ページ。
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法則の修正」命題をめぐって種々な議論がかわされてきたのであった。
『資本論』で展開されている国際間における「価値規定」（社会的必要労働
時間の量によって価値の大きさが測られる）の修正の叙述は，「労働強度」お
よび「労働生産性」の「国民的相違」によって生じるとするものであり，
国際価値論を論じるさいの多くの研究者の礎となったのであり，同時に国
際価値論の方法論的アプローチを提供するものでもあった。そのアプロー
チは，国際間ではそれぞれの国民経済の労働生産性が異なっており，国民
的相違として現れる，とするものである。なにゆえ国民的相違が生じるか
といえば，それぞれの国民経済は再生産構造が異なり，また資本主義の歴
史も異なっている，との認識からである。その結論は，国際間では統一し
た「価値」基準を設けなければ，それぞれの国民経済で生産された商品の
「価値＝価格」比較ができない。したがって比較の基準は，「労働の強度」
および「労働の生産性」の国民的相違におくとするのである。ところが国
際価値＝国際価格比較は，二つの解釈を呼ぶことになる。第１は，国際間
では二国間の経済的関係，ここでは商品流通＝貿易において個々の商品を
直接比較できないので「労働の強度」および「労働の生産性」の国民的相
違を媒介項にする，という考え方である。第２は，二国間では「労働の強
度」「労働の生産性」の国民的相違が存在するが，その相違は国内と同じ
ように直接比較することができる，とする考え方である。前者の考え方が
リカードに代表される「比較生産費説」の応用であり，後者がアダム・ス
ミスの外国貿易論で論じられた考え方の一部応用であり，「絶対生産費説」
といわれたものである2）。
2）　国際価値論に関する論争については，次を参照。木下悦二編『論争・国際
価値論』，弘文堂，1960年。中川信義「国際価値論争」大阪市立大学経済研究
所編『経済学辞典』岩波書店，1992年，第３版。中川信義「新国際価値論争」
エマニュエル『新国際価値論争』原田金一郎訳，柘植書房，1981年，所収。
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　従来の国際価値論は，「比較生産費説」の応用あるいは「比較生産費説」
のマルクス的解釈が多くの研究者の支持をえてきたのであった。そして国
民経済間では「国民的価値」が直接比較できないゆえに，「比較生産費説」
の応用によってリカードと異なった考え方で展開することが主流的な考え
方にあった。それは名和統一をはじめとした多くの研究者の考え方でもあ
った。さらに「比較生産費説」は，国民経済の「価値規定」の相違を示し
ているのであるから，国際価値は二国間の相対的な価値関係を示すにすぎ
なく，あくまで国民的価値を基礎において展開すべきであるとするのが，
名和説を批判する木下悦二の主張である。ところが「比較生産費説」を否
定して世界市場では各国の労働の直接的な比較が可能であり，各国の労働
の量的関係から国際価値を論じるべきであるとするいわゆる「世界市場論
的」アプローチの考え方もある。「世界市場論的」アプローチは，スミス
以来のいわば「絶対生産費説」的な考え方の応用ではなく，マルクスの独
特な解釈から生まれたものである。
　「比較生産費説」の応用あるいは「マルクス的」解釈に関しては，多く
の研究者の考え方であるが，代表的な研究者が，名和統一である。
　名和統一は国際価値論の対象を次のように述べている。
　「普遍的な価値法則の貫徹，世界的規模における等価交換展開の場が，
同時に各国民的労働交換の場として不等価交換を内含している。一方に
おいて価値法則の貫徹は，同時に他方において価値法則のモディフィケ
ーションを随伴する。普遍的価値または国際的価値と国民的価値とは同
じものであって，同じものではない。国際的価値は諸国民的価値を媒介
とし，それらを総合しているが，国民的価値はまた国際的価値を予想し
ている。価値に基づく国内市場の形成，各国資本主義生産の発展は，何
らかの意味でつねに世界市場とのつながりをもっているが，また世界市
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場は各国内市場の形成，各国における資本主義生産発展，とりわけ大工
業発達の結果として真にはじめて世界史的に成立する。国際貿易におけ
る価値問題はかかる弁証法的把握において解明さるべきものである。」 3）
　名和の国際価値論は，国際間の交換は「不等価交換」であり，マルクス
『資本論』第20章の「価値法則の修正」命題がこの点を論じている，とし
ている。さらに国際価値は各国国民的労働の諸価値を前提としたものであ
り，その比較は「基軸産業」および輸入品によって可能になるとする。名
和説は国際価値論を体系的に論じた最初のものであり，後の国際価値論研
究の礎になったのであり，また形をかえた追随者も多く生みだしたのであ
った。
　 国際価値論研究において最も重要な業績を残したのは木下悦二であっ
た。木下は，国際価値論を外国貿易論の基礎におくべきであるとして，そ
の意義を次のように述べている。
　「外国貿易とは商品経済の範疇である。一つの経済領域から他の経済
領域への財貨の交流がすべて外国貿易であるのではない。その交流が商
品交換として行われるかぎりにおいて外国貿易である。
　今日の世界における国際経済関係のもっとも重要な部分を占め，その
基礎を構成している外国貿易についての研究は，したがって，何よりも
まず，この国際商品交換を規制する諸法則と商品交換一般のそれとの関
係と相違を明確にすることからはじめねばならないであろう。この意味
3）　名和統一『国際価値論研究』，日本評論社，1949年，序文3-4ページ，ただ
し引用文は現代用語におきかえた。なお名和が同書に所収した「国際貿易に
おける不等価交換の問題」は，木下悦二編『論争・国際価値論』に再録され
ている。
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において外国貿易論の基礎は，世界市場における価値法則の解明におか
れるべきである。」 4）
　木下は国際価値論理解を名和説に同情しながら，独自な視点を提供す
る。そこでの国際価値は，国民的労働と国民的労働の世界市場における相
互間の関係にあると論じる。
　「社会的な規定性は，いずれもいくつかの国々，あるいは世界全体を
覆うものではなく，〈国民的〉規定性として立ちあらわれるのであって，
ここに課題はこの国民的労働と国民的労働との関係，別言すれば世界市
場における各国の国民的労働相互間の関係の解明に集約される。それは
また見方をかえていえば，国民的労働の普遍的労働への還元を意味し，
国民的価値の国際的価値への還元の問題である。さしあたり，とくに注
意しておく必要があるのは，このように国際的価値の問題は，個々の商
品の価値量に関するものではなく，価値を形成する労働に関係する問題
であるということであろう。」 5）
　この木下の理解は，国際価値論を国民的労働の国際間における関係とし
て位置づけるものであり，国際価値論研究の有力な考え方となったのであ
る。
　従来の国際価値論研究の主流的見解は，リカード「比較生産費説」の限
界あるいは「労働価値説」の国際的適用の困難性を強調しながら，同時に
「比較生産費説」の解釈を，マルクス『資本論』の「価値法則の修正」命
4）　木下悦二『資本主義と外国貿易』有斐閣，1963年，97ページ。
5）　木下悦二，同書，127ページ。
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題から論じるということであった6）。木下の考え方は，名和説を踏襲しな
がらも名和説の欠点を補う，独創性の高いものであった。
　「比較生産費説」を応用・適用する主流派的な考え方については，松井
清が次のように論じる。
　「マルクスが価値法則のモデフィケーションと呼ぶところのものは，
生産力の国際的な不均等から生ずる国内価値と国際価値の背離であっ
て，この法則の光をもって照らすとき，はじめてリカードの比較生産費
説は，その正しい姿をあらわすものということができよう。」 7）
　松井の国際価値論理解は，木下が提起した国民経済から国際関係を論じ
るというような視点に欠け，世界市場あるいは世界経済を平坦な市場一般
と捉えようとするものである。それは松井清独自の世界経済論視点の延長
線上にある考え方である。
　日本での国際価値論研究は，1930年代後半から名和統一の研究を継続し
てきたものであり，種々な論点が提示されたが未だ終結点を見いだされな
いまま今日に至っている。しかし多くの研究者の基本的立場は，リカード
「比較生産費説」を応用し，同時にまたマルクスの命題，『資本論』の叙述
をいかに合理的・論理的に解釈するかにあった。こうした中でリカード解
釈に独自の考え方を提示したのが渋谷将であった。渋谷将は，次のように
論じる。
6）　リカード比較生産費説の意義について独自の立場から問題を提起している
のは森田桐郎である。とくに森田は，リカード理論が生まれる背景をマルサ
スとの論争を踏まえて学史的に明らかにしようとした。森田桐郎『世界経済
論の構図』有斐閣，1997年，参照。
7）　松井清『世界経済論体系』日本評論社，1963年，25-26ページ。
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　「これまで国際価値論ということで中心的に論議の対象とされてきた
ことは，右にみられる価値法則の〈修正〉とは何かということおよびこ
の〈修正〉にもとづいて生ずる〈貨幣の相対的価値の国民的相違〉をど
のように説明するかということであり，そしてそれらが貿易関係の理論
的解明にかかわりをもつ命題として，その研究が国際経済論または外国
貿易論の一環を構成するものとされてきた。もちろん，このような理解
のしかたにはそれなりの根拠があり，本稿での考察も筋道としてこれと
異なるものではないが，その場合，外国貿易論にとってこのような問題
を考えることにどのような意味があるかという点については，すべての
論者がかならずしも明確な展望をもって議論をおこなってきたとは思わ
れない。」 8）
　渋谷は，国際価値論の展開にあたってリカード比較生産費説を基軸とす
る考え方に懐疑的な視角を提起する。同時にマルクスの『資本論』第20章
の叙述は，価値法則の国際的適用において労働の強度と労働の生産力の相
違に基づく「国民的相違」を論じていることを認めている。さらに渋谷
は，価値法則の国際的適用を，国際価値論の展開と関連をもつものとする
が，しかし国際価値論そのものではないとして，次のように述べる。
　「価値法則の〈修正〉において各国国民的労働への価値法則の適用と
いう特定の視角からではあるが，各国の国民的労働の価値生産という国
際的関係がとりあげられているかぎりで，世界市場を構成する国々の価
値関係，いいかえれば国際的な商品交換関係の解明を目的とする国際価
値論と一定の関連をもっているが，それ自体が国際価値論そのものを意
8）　渋谷将『経済学体系と外国貿易論』青木書店，1981年，89ページ。
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味するわけではないということである。また，このような国際価値論と
の関連でいえば，すぐあとで指摘するように，本来，価値法則の〈修
正〉の内容を十分に説明するためにも国際的価値関係そのものをそれ自
体としてとりあげて解明することが必要なのである。」 9）
　渋谷の「国際価値」把握は，国民経済内での価値論の展開と関連性をも
っているが，国際間では異なった性格をもち，国際価値論として独自の内
容をもつものと捉える。したがってマルクスの叙述の単なる解釈ではな
く，マルクスの叙述から展開すべき課題が国際的な価値関係であるとする
木下に，同情的な考え方に立ったのであった。
　「資本主義のもとでのもっとも基礎的な国際経済関係が国際間の商品
交換関係，すなわち世界市場を構成する各国の価値関係であることにつ
いては，とくに異論はないであろう。しかしこのことから一国内におい
て価値関係を規制する法則として価値法則が存在するように，国際間に
おいてもその価値関係を規制するものとして価値法則が問題になるとい
うように推論することは，けっして誤りではないとしても，その場合に
は，そこで論じられるべき問題の特殊な性格，ひいては国際価値論の独
自性が見失われ，それが価値論のいわば一種の応用問題として処理され
てしまうおそれがある。国際価値論は確かに価値論の一種の応用問題だ
といってよいような一面をもっていることは事実であるが，ここではむ
しろ両者の異なる点をはっきりさせることに意を用いるほうが，国際価
値論が明らかにすべき問題とはなんであるかという当面の問題に有効な
解答を用意することになるように思われる。」 10）
9）　渋谷将，同書，96ページ。
10）　渋谷将，同書，99ページ。
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　渋谷は，国際価値論が国民経済間の価値法則の展開とは異なる次元の問
題であると論じているが，同時に木下が論じていなかった国際価値関係と
国内における価値関係についてあるいは商品交換の特徴について再度次の
ように述べる。
　「国際的商品交換がこのような国ぐにの〈国民的流通領域のあいだの
商品交換〉としておこなわれているということは，この交換関係すなわ
ち価値関係もまた，一国内における価値関係とは異なる特徴をもつもの
であることを意味している。」 11）
　渋谷は，国民的価値と異なる次元で論じるべき国際価値には次のような
特徴があるとして，従来のマルクスの機械的適用・解釈である考え方を批
判する。
　「国際価値とはこのような国際的価値関係の基礎にある国民的労働と
国民的労働との関係をあらわす概念として措定されることとなるのであ
る。A国と B国とのこの交換関係は，世界市場でおこなわれる無数の
交換のなかから，たまたまひとつをとり出したものにすぎないのであっ
て，ここで提起されている問題は一般的にいえば，世界市場を構成する
国ぐにのあいだの価値生産という点からみた国民的労働の関係，すなわ
ち国際価値関係の基礎をなし，これを規制する国際価値の規定にかんす
る問題であり，国際価値論はさしあたってはこのような意味における国
際価値の規定にかんする理論であるということができる。」 12）
11）　渋谷将，同書，101-102ページ。
12）　渋谷将，同書，102ページ。
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　渋谷は，国際価値論は国際価値の規定に関する理論であると，その対象
を明確にし，さらに国際価値の大きさおよび「価値法則の修正」問題を次
のように論じる。
　「一国内ではある商品の価値の大きさは，その商品の生産のために社
会的に必要な労働時間によって規定される。社会的に必要な労働時間と
は，現存の〈社会的に標準的な（normalen）生産条件〉と〈労働の熟練
および強度の社会的平均度〉とをもって，その商品を生産するために必
要とされる労働時間である。この社会的必要労働時間による価値の規定
こそは，価値法則の最も基本的な内容をなすものであるが，この価値法
則がそのまま妥当するのは一国内部においてであって，国際的にはこの
ままの形ではあてはまらない。なぜなら，〈社会的に標準的な生産条件〉
も〈労働の熟練および強度の社会的平均度〉もともに一国内において，
〈標準〉および〈平均〉としてあたえられているものであって，それは
他国にたいしてはそのようなものとしては適用されないからである。他
国内には，当該国内のそれとは異なる〈標準〉および〈平均〉が存在し
ているのである。さらに一国と他国を通じての，いいかえれば両国を
あわせての〈標準〉や〈平均〉といったものは存在しない。……こうし
て社会的必要労働時間による価値の規定という価値法則──それはその
ようなものとしての〈労働時間の単なる長さによる価値の度量〉という
ことを意味するが──は，国際間においては，この本来の形が妥当しな
いことになり，価値法則の〈修正〉という問題が提起されることにな
る。」 13）
13）　渋谷将，同書，102-103ページ。
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　渋谷は，名和説のような国際交換での「不等価交換説」を批判し，国際
交換においてはあくまで「等価交換」が原則であることを次のように述べ
る。
　「各国が世界市場の構成部分として独立して存在しており，それぞれ
の国の社会的平均的労働は，各国の国民的労働としてそれぞれ独立の価
値規定的役割をもつものとして対峙している。このことは，これらの国
ぐにのあいだの商品交換においておこなわれる各国商品生産者の競争
は，それぞれの国の内部での商品生産者たちの競争に一定の影響をおよ
ぼし，そのかぎりで当該商品についての社会的必要労働時間を変化させ
ることはありうるにしても，各国の国民的労働をいずれかの国の国民的
労働に還元することも，また世界的に平均化することもありえないこ
と，いいかえればこの競争がいわば行きついたところでも依然として各
国民的労働は独立の意義をもって存在しつづけ，したがって，そのよう
なものとしての単一の価値の度量単位を想定しえないということを意味
している。しかし，それにもかかわらず，国際間において商品交換がお
こなわれているということは，諸商品が一定の比率において相互に等し
いものとして，すなわち国際価値において等しいものとして交換されて
いることを示すものである。」 14）
　国民的労働における強度の国際間比較について渋谷は，次のように論じ
ている。
　「国際間においては強度の〈より大きな国民的労働〉は，〈強度のより
14）　渋谷将，同書，104-105ページ。
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小さな国民的労働〉に比べて，同等な時間内により多くの価値を生産す
ることになり，また，〈労働生産性のより大きな国民的労働〉も〈労働
生産性のより小さな国民的労働〉に比べて，同等な時間内により多くの
価値を生産することになるのである。したがっていま一例として，国民
的労働の強度は同等で生産性が一方は他方の三倍の高さをもつ二国を仮
定すれば，一方の一労働日が生産する価値を他方の三労働日が生産する
価値と等しいことになり，両国のあいだでは一方の一労働日と他方の三
労働日との交換が国際価値において等しい交換だということ，すなわち
不等労働量の交換が等価交換だということになるのである。」 15）
　国際間では労働の強度が同じだとすれば，労働の生産性の相違に基づい
て価値量の比較がなされる。したがって A国の一労働日と B国の三労働
日が等価で交換されることになる。この場合の交換は，不等労働量交換で
あるが等価交換になるというのが，渋谷の主張である。この渋谷の考え方
は，国際価値論研究者の多数派の意見でもあった。しかし国内では不等労
働量の交換は，等価交換でないのが，なにゆえ国際間では等価になるの
か，この点を明らかにするのがいわゆる国際価値論の課題でもあった。
「世界市場論」的視角あるいは「世界的平均労働・世界的必要労働」の存
在を主張する者は，国内における市場価値法則の論理と同様に捉える傾向
があり，この場合の論理は単なる国際的生産配置の側面にすぎないと考え
る。
　国際価値論において当然のごとく論じられてきた「価値法則の修正」問
題は，国際間特有な現象として生じるのかどうかは，いずれの論者も証明
できていない。これまでの国際価値論研究の多くは，単にマルクスの『資
15）　渋谷将，同書，106-107ページ。
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本論』命題を機械的・教条的に解釈するだけという特徴があった。国際価
値展開の最大の難題である「価値法則の修正」問題は，国民経済内と国際
間では価値法則は異なる論理であるのかそうでないのかが問われている。
従来の国際価値論研究では，マルクスの叙述を絶対的なものとする，すな
わち「価値法則の修正」が貫いているとする考え方が主流であった。木下
説に接近する渋谷は，過去の論者の主張を全否定することができなかっ
た。したがって渋谷説は，木下説にある国際価値把握の一貫性が欠如し，
「世界的労働」の考え方も取り入れる。それは等価交換を前提とする限り
不等労働量交換が国民経済内部では生じえない（ただし，社会的必要労働時
間として等価であることは個別的には不等労働量交換が行われていることは当然で
ある）が，しかし世界市場では独特な市場原理すなわち「世界的労働」と
して捉えるべき「価値法則の修正」が生じる，とする考え方にならざるを
えなかったのである。
　多くの国際価値研究者が引用し，国際価値展開の実態を示すとするマル
クスの『剰余価値学説史』での叙述については，国際間では A国の一労
働日と B国の三労働日がなにゆえ「等価」で交換されるのか明確にしな
ければならないし，また不等労働量交換が国際間では「等価」として現れ
ることを論理的に明らかにしなければならないのである。これまでの研究
は，国民的労働生産性および労働強度の国民的相違に求めてきたのであっ
た。
　この点に関して渋谷は，次のように主張する。
　「国際価値関係（交換関係）の解明という形で考察をすすめてきたが，
実際上そこで問題になっていたことは，現実におこなわれている国際的
価値関係のなかに登場する個々の商品の国際価値の大きさの規定ではな
くて，いわばそれに先だって存在する各国の国民的労働の価値生産の点
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での相互の関係，すなわち，各国の国民的労働が世界的にみてどれだけ
の価値生産をおこなっているかということ，その意味において各国民的
労働が単位時間に生産した生産物量を媒介にして世界的労働の可除部分
として度量されなおすということにほかならなかった。このことは個々
の商品の価値の大きさの規定との関連では，むしろそれに先だって考慮
されるべき労働の強度と生産性を契機とする各国の国民的労働の比重決
定との問題として捉えられ，一国内での価値規定との対比でいえば，社
会的必要労働時間による価値規定に先立って考慮される価値の大きさを
その実体の大きさに還元する問題に相当するものである。一国内におい
ては，価値の大きさをその実体の大きさに還元する問題は，社会的平均
的労働が成立することによって，社会的平均的労働の分量による価値の
大きさの規定の問題のなかに事実上，含まれているものとして扱うこと
も可能であるが，国際間では労働のたんなる分量と価値の大きさとを直
接に結びつけることができないために，国民的労働の比重決定という問
題が価値規定におけるひとつの独自の問題としてとりあげざるをえない
のである。」 16）
　渋谷は，国際間では国内の価値規定の法則（各国民的労働の量的規定）が
そのままでは通用しない。なぜならばそれは国際間で直接に比較すること
ができないからである。そして各国民的労働は，国際間では「世界的労
働」の可除部分として度量される，としている。しかし渋谷の主張するよ
うに国際間では各国の国民的労働は直接比較できないから「世界的労働の
可除部分」として度量されるのであろうか。なにゆえ国際間では国民的労
働が直接比較できないのか，この問題をめぐって種々な解釈が生まれてき
16）　渋谷将，同書，107ページ。
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たし，種々な議論を生んだのでもあった。
　とくにリカード理論を踏襲して国際価値論を展開しようとする論者（渋
谷も含まれる）は，国民的労働が直接比較できないことをリカード説の応
用によって説明しようとした。一方でマルクスの叙述をかたくなに展開し
ようとする論者は，国民的労働の比較は，「世界的労働」として措定する
ことによって可能としたのである。渋谷はいわばこの「世界的労働」説を
完全に否定できないままに，「世界的労働の可除部分」という折衷的な考
え方を提示したのであった17），18）。
17）　渋谷説を部分的に踏襲し，さらに金価値理論との結合を主張しているのが
秋山誠一である。
　　「各国の商品は，一定の価格をもって世界市場に現れる｡ 商品の輸出競争
力は，価格競争力の強さによって決まるものではない。価格競争力は輸出競
争力を媒介とすることなしに決まるものでもない｡ 価格競争力は輸出競争力
の基礎的な要因をなすものとして無視しえない。価格を問題とする以上，そ
の前提として，金の価値，〈価格〉の問題が前もって明確にされる必要があ
る。」（秋山誠一『国際経済論』桜井書店，2013年，13ページ）として金「価
値」と国際価値論の関係を追求する。秋山の考え方は，第１に，国際間でも
商品の価値を金の一定量で現すことの意義とは何か，第２に，「国際価値」
の大きさは，金での一定量ではなく労働量で現すことをどのような論理で明
らかにしようとしているのか，第３に，金を生産しない国での「金価値」は
輸入商品で現すということになると，名和統一説との相違がなくなる。むし
ろ名和説よりも具体性・現実性に欠ける，第４に，各国による金価値の相違
は，価格の度量基準を媒介すれば，為替平価の設定は可能になるが，変動相
場制では適用できないのではないか，第５に，変動相場制における金価値変
動と為替相場との関係をどのように捉えるのか，第６に，リカード理論の応
用か，リカードの金価値論の否定か，さらに「国民的生産性」とリカード比
較生産費説の関係などリカードの評価が必ずしも明確でない。以上から秋山
の考え方は，金価値問題に固執するかぎりはこれまでの国際価値論研究から
前に進むことができないことになる。
18）　国際価値論に関して最も多くの論稿を出しているのは，木原行雄である。
木原は比較生産費説の独特なマルクス的解釈にこだわり，さらに金価値を通
して各国の労働が較量されることを主張する。（木原行雄「輸出における超
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　国際価値論とは何を明らかにすべきかを明確にしたのは，行沢健三であ
る。行沢は次のように述べている。
　「資本主義社会の経済的な運動法則を理解するのは，ひとは価値論か
らはじめる。だが近代社会（具体的な表象）の問題においては，価値論
は剰余価値論に理論的に包摂されたうえで後者が社会の客観的な運動の
起動力とみなされる。剰余価値論を基礎に資本主義社会の蓄積の法則が
捉えられ，再生産表式の考察において，社会的総資本の流通における制
約と関連が捉えられ，そのうえで利潤（利子），地代の現実的諸形態が
剰余価値論範疇の基礎上で捉えられ，現実的運動の契機が具体化され
る。これは周知のとおりである。（純粋な）資本主義国民経済，資本主義
国家は理論的にはこのような諸規定の総括であるはずである。問題は価
値論をこのような資本主義国民経済の蓄積論のなかで位置づけて，その
うえで世界経済の把握に至るべきであると思う。
　それなのに，諸国民間の交換，国際分業の問題にうつるさいに，どう
して逆戻りをして，価値法則の国際的適用からはじめるのか。こうした
諸論者は国民経済→世界経済ではなく価値法則→国民経済と価値法則→
世界経済との平行であるといったのはこのいみにおいてである。つま
り，価値法則→世界経済において価値法則→国民経済は全体として生か
されず，労資の不移動などが〈国境〉として入っているにすぎないので
ある。」 19）
過利潤の本質─国際価値試論⑴～（24）」『東京経済大学会誌』1965-87年，「国
際間における不等価交換について」（上，中，下）『東京経済大学会誌』
1981-83年，および「『国際価値論』の盲点」『東京経済大学会誌』1979年，
などである。
19）　行沢健三『国際経済学序説』，ミネルヴァ書房，1957年，24ページ。
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　「国際経済学」の対象について行沢は，次のように論じる。
　「国際経済学では国民経済の一般理論を前提として，国民経済の対外
関係とそれらの相互関係の一般理論を考察する。資本主義についていえ
ば，広義の再生産論による資本主義国民経済の把握にもとづいて，その
蓄積の矛盾と外国貿易および資本輸出との結びつきを考えるのが主なテ
ーマであり，ここから理論的に展望されるかぎりでの世界市場における
資本主義生産の矛盾と運動のいっそう具体的な発展の仕方を，一般的に
考察するのである。」 20）
　さらに行沢は，国際価値論の基本的視点，国際分業形成と蓄積の関係お
よび投下労働に関する生産価格を媒介する論理を，次のように主張する。
　「国際価値論の問題とするところは，価値法則が国際的にはどのよう
な仕方で貫かれているかを示し，資本主義下の国際交換における不平等
がどこにあるかを明らかにし，前章でのべた批判点とともに，資本主義
下の貿易にみられる国際的な矛盾を明らかにすることにある。
　ところで本書の国際価値論は，従来の国際価値論とつぎのような点
で，趣を異にしている。第一に，すでにくりかえしのべたように，資本
主義下の世界市場の問題を，いきなり世界市場を前提としそこでの価値
法則の〈修正〉を論じるという従来の論者の構想と異なって，本書では
資本主義先進国の蓄積の進行によって先進国本位に作りだされる国際分
業の基本的な構造を明らかにしたうえで，国際価値が論じられているの
である。
20）　行沢健三，同書　27-28ページ。
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　第二に，比較生産費説の取り扱いにおいて，従来の論者は，リカァド
ゥ流の投下労働の比較に貨幣をいきなり導入して貿易の方向と商品の国
際交換率を説明しうるとともに批判の論点をもみいだしうるかのように
論じているが，本書では，投下労働面での考察は生産価格を媒介にして
はじめて現実の貿易とのつながりをみいだすと考え，他面で貿易の方向
にかんしては貨幣を入れないで考えてきたのである。」 21）
　行沢は，国際交換において不等労働量交換が常態であることを次のよう
な視点から論じる。
　「各国の生産における総労働の社会的関係は，商品生産物のあいだの
価値関係（量的側面はここでは投下労働によって説明してきたが，あとで論じ
るように価値に基礎づけられた生産価格の関係）として現れる。
　諸国間および産業諸部門間の生産力の発展によって，商品の価値＝生
産価格の体系は各国において異なる。貿易はそれに基礎づけられた商品
の国際価格表現の高低にしたがって行われる。
　そのことを通じて，国際間の価値関係（あらゆる商品流通の基礎に価値
関係がある）の基礎に不等量の労働交換が行われている。そしてこの国
民的労働の交換比率がどこに，いかにして定まるかが，当面の重要な問
題となる。」 22）
　また行沢は，「国際経済学」における国際価値論の位置づけについて，
次のように結論する。
21）　行沢健三，同書　242ページ。
22）　行沢健三，同書，247ページ。
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　「私は貿易の主体は個々の業者ではなく国民であるとみる。したがっ
て，国民的労働の交換比率を扱う国際価値論は，このいみでも，国際経
済学の基本問題の一つであるといえる。」 23）
　行沢は，リカード比較生産費説を基軸とした国際価値論を展開しながら
J. S.ミルの国際的相互需要説を取り入れる。行沢は国際交換におけるリカ
ード「静態論」把握の限界を論じることが，同時にミルの国際的需給関係
の導入といういわば動態論的視角によって，補完可能であると考えた。行
沢は，これまでの国際価値論研究者のリカード→マルクスという図式か
ら，リカード→ミル→マルクスという図式への考察の必要性を明らかにし
ようとしたのである。
　マルクスの『資本論』の叙述を文字通りに解釈し，なおかつ国際間でも
国民経済内の価値法則が貫徹するという視点から，国際価値論を世界市場
一般論にまで拡げて適用できるとしたのが吉村正晴であった。吉村正晴
は，国民経済と世界市場の特質を次のように述べ，「価値法則の修正」の
必要性を論じている。
　「資本の活動が境界を越えて，いかに広く行われようとも，資本主義
の民族主義的性質はけっして消滅することがない。言語，地域，文化，
経済生活等の共通性によって結ばれた各民族の経済，すなわち国民経済
が，つねに一個の経済単位をなしている。世界市場とは，このような国
民経済または国民市場を構成単位とするところの一つの複合体にほかな
らない。」 24）
23）　行沢健三，同書，261ページ。
24）　吉村正晴『貿易問題』岩波書店，1958年，41-42ページ。
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　吉村は，世界市場における国際価値法則の修正の必要性について次のよ
うに述べる。
　「それは（世界市場─引用者）また，生産力の発展や，商品，資本，労
働等の移動に関しても，両者の間に明白な差別をつくりだす根本的な，
一般的な原因となる。それらの点に関する諸差別が基礎となって，世界
市場における経済法則の修正が生じるのである。」 25）
　吉村の主張は，木下が論じたような国民経済を基軸として国際価値論を
展開すべきという考え方に真っ向対立するのであり，同時に世界市場ある
いは市場一般の論理から問題を解こうともするのであり，後の中川信義，
村岡俊三が論じる国際価値論の基本的な視点を提示したのでもあった。
　吉村の考え方を応用し，さらに独自の国際価値論理解を述べたのが村岡
俊三であった。村岡は，価値法則の意義を次のように主張する。
　「社会的必要労働時間による価値量規定は，いうまでもなく，価値論
の根本問題であって，いわゆる価値法則の基礎的な部分をなす普遍的原
則である。国際価値も，それが価値である限り，この原則の例外である
ことはできない。したがって，国際価値としては，商品は，世界的な広
がりにおける社会的必要労働量が対象化されたものとして価値である，
としなければならない。このことは動かすことのできない事柄であって
国際価値論の課題は，この点，つまり世界市場商品として定在する諸商
品における社会的必要労働時間の措定にある。
　ここで注意されるべき点は，〈修正〉の意義についてである。右に述
25）　吉村正晴，同書，42ページ。
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べたところから分かるように，私は，世界市場で価値法則が〈修正〉さ
れるとは決して考えていない。むしろ逆に，世界市場でも価値法則は貫
徹することを強調する。ただここでは，法則貫徹の態様が単一市場とは
若干異なり，そこで与えられた社会的必要労働時間の内容規定が一定の
〈修正〉を余儀なくされる，とするのである。この点，マルクスがいう
〈修正〉は，例外的な場合を除けば，つねに〈価値法則の適用の修正〉
であって，価値法則の〈修正〉ではないことが想起されるべきである。
価値法則は，先にも記したごとく，商品生産の普遍的法則であるから，
世界市場においても決して修正されることなどありえない。とすれば，
〈修正〉とは〈適用にさいしての修正〉でなければならず，そうだとす
れば，それは右のごとくである以外には考えようがないのではないか，
と思うのである。」 26）
　村岡は，価値法則は普遍的法則であり，世界市場では修正されるのでは
なく，貫徹するのである，と主張する。こうして村岡は，世界市場に関す
る概念について次のように述べる。
　「世界市場は，さし当たり，国境の存在によって，何らかの形で商品
流通したがって貨幣流通に，自然的ないし政治的制約が加えられている
市場である。
　世界市場の特殊性はもっと基本的な点に遡る。その基本的な点とは，
世界市場はつねに国民的市場ないし国内市場を予想し，それとの相関に
おいてのみ自立する範疇であるということ，したがって世界市場は，国
内市場との関係を抜きにしては，または抜きにした比較論では，何ら実
26）　村岡俊三『マルクス世界市場論』新評論，1976年，105-107ページ。
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質的な特徴をとり出しえないものだということである。」 27）
　村岡の世界市場把握は，価値法則の貫徹あるいは普遍的法則の貫徹の場
として捉えながらも，他方では国民経済との関係を抜きにして存立しえな
いと主張する。ここでの村岡は，名和説以来の方法論すなわちリカード的
な世界を無視しえなかったのであった。したがって世界市場は，国民的労
働の存在を飛び越えていきなり普遍的労働としてあるいは世界労働として
論じられない，としたのであった。ところが村岡は，世界市場では労働力
が世界市場商品として登場することがない。したがって世界市場の特殊性
は労働力の移動制限に求めるべきであることを強調する。さらに世界市場
について次のように論じる。
　「社会的必要労働時間による価値量規定は世界市場においても妥当す
る，とするのが本章の基本的視角であることは前述した。したがって，
社会的必要労働時間を規定する熟練，強度，生産諸条件などの諸契機が
いまや世界的なスケールにおいて把えられることは，当面の前提であ
る。問題は，それらの諸契機の世界的な〈平均〉ないし〈標準的な〉も
のは，労働力移動の制限という世界市場の特殊性によって，如何なる内
容のものとして，あるいは単一市場の場合に比して如何なる〈修正〉を
うけて与えられるか，ということである。」 28）
　村岡の考え方は，世界市場・世界経済が国民経済の複合体であるととも
に資本主義社会の最も具体的な形態であり，市場一般の法則が貫徹する場
として捉える。国際価値論は世界市場論の領域の問題であるから，いわば
27）　村岡俊三，同書，113ページ。
28）　村岡俊三，同書，116ページ。
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価値法則が最も具体的に展開する場として位置づける。したがって国際価
値論は，世界市場での具体的展開すなわち「世界的労働」の発現形態を明
らかにすることになり，国民経済での価値法則の展開とは次元の異なる領
域であることを論じる。村岡の考え方は，吉村の国際価値把握にあった国
民経済領域を基軸とした世界市場論を，さらに世界市場一般に，論理を置
き換える独自の方法論を提起したのである。
　国際価値論が解明すべき課題について述べているのは，吉信粛である。
吉信は次のように述べる。
　「マルクス学派の外国貿易に関する基礎理論としての国際価値論は，
古典学派を批判しつつ継承し，国際的関係においても労働価値説を貫き
徹底させることによって，比較生産費説という調和的世界像の陰に秘め
た国際的対立関係，国際的搾取関係を明らかにしようとするのである。」 29）
　さらに吉信は，「価値法則の修正」命題については，次のように主張す
る。
　「マルクスは世界市場を平坦なものとみないで，各国民経済を構成部
分とする複合的な市場とみている。しかし，マルクスはリカードゥとは
異なって，国民的労働の相違を共通の尺度のもとで比較可能な存在とし
て取り扱うのである。それは牛や馬と人間の労働のような相違ではな
く，同じ抽象的人間労働によって度量されうる国民的相違として考える
べきものである。したがって，マルクスによれば，価値法則は国際的に
適用されないのではなく，国際間においては，モディファイされて貫徹
29）　吉信粛『国際分業と外国貿易』同文館，1997年，171ページ。
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するのである。」 30）
　吉信の国際価値論は，マルクスの命題の忠実な解釈を行おうとするもの
で，そのかぎりでは主流的な考え方と大きな相違はない。しかし吉信の考
え方を現実の貿易関係に適用できるかといえば決してそうではない。スミ
スあるいは古典派経済学は現実の貿易に適用できる考え方を提供するとい
う姿勢で理論あるいは経済政策のなかに示したのであった。しかし吉信
は，理論を重視する余りに現実の貿易の姿あるいは政策が後景に退くこと
になったのであった。
　吉信同様に国際価値論の対象は国際的搾取関係を明らかにすることであ
る，と述べているのが中川信義である。
　「国際間における価値法則の修正が強度の相違によるものと生産性の
相違によるものと２つあるのではなく，このように生産性の相違にもと
づく修正の仕組みかたが二重になっているだけなのである。つまり，価
値法則の修正に強度の場合と生産性の場合との２通りがあるのではな
く，修正はあくまで社会的に必要な労働時間による価値規定の変更ただ
ひとつだけなのである。
　国際間における労働の生産力の相違が真に大きな意味を持ってくるの
は，このような価値法則の修正の場合ではなく，世界市場における競争
とりわけ国際市場価値論の展開においてである。」 31）
　世界市場論的アプローチの必要性および「世界労働」の位置づけについ
30）　吉信粛，同書，179-180ページ。
31）　中川信義「国際貿易の理論問題」久保新一・中川信義編『国際貿易論』有
斐閣，1981年，52ページ。
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て，中川は次のように述べる。
　「世界労働とは何か。世界労働とは〈世界的または国際社会的な再生
産を担う労働〉である。資本主義的生産は，ローザの言うように，〈も
ともと世界的生産〉であってみれば資本主義的労働も始めから世界労働
でなければならないであろう。しかし，資本主義的労働と並存する前資
本主義的労働あるいは非資本主義的労働，たとえばマルクスの時代のア
メリカ南部諸州やカリブ海の黒人奴隷や東ヨーロッパの農奴の労働ある
いは現代の社会主義社会の労働であればどうであろうか。これらの黒人
奴隷や農奴の労働も，その綿花や砂糖や小麦などの生産が同時に世界市
場向けの商品生産を行っている限りは，世界労働であり，一部の社会主
義的労働も，その外国貿易部門の労働が国際分業の諸環を構成する限り
は，世界労働である。」 32）
　また中川は世界労働の位置づけについて次のようにも表現する。
　「国際価値の実体が世界労働に還元できるとすれば，国際価値の大き
さは世界労働の量によって規定されることになるのは言うまでもない。
一商品の国際価格というものも，この観点から見れば，さしあたりその
商品に対象化されている世界労働の量の単なる貨幣名でしかない。」 33）
　中川の論じる国際価値の大きさは，世界的に必要な労働時間の量によっ
て測られるとする。
32）　中川信義，同書，55ページ。
33）　中川信義，同書，59ページ。
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　「世界市場では，商品の国際価値の大きさはその商品の生産に世界的
または国際社会的に必要な労働時間によって規定されるのであって，国
民社会的に必要な労働時間によってそれが規定されるのではない。した
がって世界市場では，同種商品の国際価値の大きさは同一である。
　国際価値量の多寡は商品量の多寡に依存する。すなわち，強度のより
大きい国民的労働は同じ労働時間からなる強度のより小さい国民的労働
に比べてより多くの商品量，したがってまたより多くの国際価値量を生
産するのである。また生産性のより高い国民的労働も，それが強度のよ
り大きい労働として見なされる限りは，生産性のより低い国民的労働に
比べて同種商品のより多くの分量，したがってまたより多くの国際価値
量を生産するのである。」 34）
　中川の考え方は，世界市場では世界的労働時間の量の大きさによって測
られる商品と，国民経済内部での社会的必要労働時間によって測られる商
品の両者が存在する，とするのである。すなわち前者は，国際価値，後者
は国民的価値と呼ばれる。中川の国際価値規定は，国民的価値を基準とし
て国民的労働間の相互関係にあると主張する木下悦二の考え方と基本的に
対立するものとなっている。中川の主張は，商品世界一般では世界市場と
国民経済という二重の価値規定原理が存在することになる。木下説では，
外国貿易に登場する商品のみが国際価値の規定を受けるとするのに対し
て，中川は，すべて生産された商品が国際価値と国民的価値の二重の価値
表現をもつと考える。村岡の主張を補強する考え方である。
　「世界市場を構成する国家によって総括された国民経済または国民社
34）　中川信義，同書，63ページ。
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会が実在している以上，国民価値もまた実在する。すなわち，一商品の
国民価値はその商品の生産に国民社会的に必要とされる労働時間そのも
のであり，その商品が世界市場でどのような評価を受けようとも，その
ことにかかわりなく実在しているのである。世界市場と国民市場の並存
のうちに，すなわち国際価値と国民価値の並存のうちに，存するのであ
る。」 35）
　中川は，世界労働とは国際分業を担う労働であり，超歴史的なものであ
る。その世界労働の量が，すなわち「世界的必要労働時間」の量が国際価
値の大きさを測るとする。しかし世界労働の存在とともに国民的労働も実
在することを認める。この中川の考え方は，世界労働（国際分業を担う）と
国際分業に参加しない労働が国民的労働として存在するが，この世界労働
と国民的労働の並存が，世界市場の複合市場としての特徴であるとするの
である。中川は，国民的労働あるいは国民価値の問題は世界市場が実在す
るかぎりにおいて存在することになるともいう。現実の世界市場は国民経
済の複合体として存在しており，そのかぎりにおいて国民的価値関係も存
在する，として木下の主張する視点も考慮する。中川は，国際価値論の世
界を「理想的」な「観念的」な世界市場を想定しながらも，現実の世界市
場を無視することができなかったのである。この点に関しては，村岡も同
様である。
　国際価値論で最も対立したのは，国際間における商品交換を等価交換と
するのか，不等価交換として明らかにするのかという根本問題であった。
マルクス『剰余価値学説史』での叙述すなわち A国一労働日と B国三労
働日との交換は，等価交換であるか不等価交換であるかという問題であ
35）　中川信義，同書，64-65ページ。
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る。等価交換あるいは不等価交換説を論じる場合，なにゆえ「等価」「不
等価」なのかを明らかにしなければならない。それは国際間での交換はな
にゆえ国民経済内部での交換と異なる「法則」が支配するのかという問題
である。A国一労働日と B国三労働日の交換は，同時に不等労働量の交
換という特徴をもっている。国際間における交換は，当然のことながら等
価を原則とする。ただし現実の国際的交換は等価（国際的等価）で行われ
ているかどうかは別の次元の問題である。国際交換において等価を前提と
することによって「不等価交換」の実体を明らかにすることになる。した
がってこの場合の「等価」は何を基準とするかといえば，各国の国民的労
働の量であり，世界的労働の量ではない。価値の大きさは各国の国民的労
働の量で測られるが，異なる国民経済間では直接比較することができな
い。しかし外国貿易は現実に行われているのであるから，その基準を国民
的労働に置くことは疑問の余地がない。ただしその比較は，直接的な国民
的価値の量ではなく，価格（国際的価格）を通じての比較である。国際的
な価格（輸出価格もしくは輸入価格）を通じて各国の労働量の比較が可能に
なる。いわば価値論次元では国際間特有の現象を明らかにすることができ
ないのである。
　したがって国際価値論は，外国貿易が行われる場で存在する国際価格形
態（通常は国際通貨による各国国民的価値の価格形態）を通じて，どのように
国際的競争関係が生じるかを明らかにするという課題がある。国際的価格
形成を通じた国際的競争関係こそ国際価値論が解明しなければならない課
題である。これまでの国際価値論研究は，「価値論」次元にとどまってお
り，外国貿易の実体研究が相対的に遅れ，さらに外国為替相場変動などを
通じた動態研究も十分展開できなかったのである36）。
36）　国際的な交換は，等価交換を前提として論じなければならないが，その等
価交換の中に「国際的搾取」の実体が潜んでいると論じたのが，吉信粛であ
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　従来の日本の国際経済論・外国貿易論研究は，国際価値論研究を通じて
「外国貿易の必要性」「国際分業形成の理論」など種々な理論的展開が行わ
れてきた。その中でも名和説に代表される日本の国際価値論研究は，国際
間では価値規定が修正されるという「比較生産費説」的アプローチが多く
の研究者の支持を得，「絶対生産費説」を主張する研究者はかぎられてい
た。しかし「比較生産費説」的アプローチが支持されてきたからといっ
て，それは国際価値論および国際的商品流通＝貿易関係を解明し，分析す
るツールとして利用されているか，といえば決してそうではない。また
「世界市場論的」あるいは「絶対生産費説」アプローチが，現実の国際間
関係を分析するツールとなっているわけでもない。また「世界市場論的」
アプローチは，「比較生産費説」と同様に「観念的な理想社会」を想定し
ているにすぎない考え方ともなっている。このようにこれまでの国際価値
論研究は，マルクスの残した叙述，あるいは先人の研究を跡づけることが
主流であり，現実の国際商品交換から分析するという方法論から接近する
ことがほとんど行われてこなかったのである37）。
り，中川信義であった。国際交換は，不等労働量の交換に特有な現象があ
り，実体的には「国際的搾取」であるとする。しかし「搾取」概念は，「剰
余価値の無償の取得」であるとすれば，吉信・中川説による「国際的搾取」
論は，A国が B国から剰余価値を無償で取得していることになる。外国貿
易はいうまでもなく国際的商品流通であり，流通段階に属する現象である。
したがって流通段階で「搾取」論を主張することができるのかどうか，「搾
取」概念を変更するのかどうかが問われることになる（吉信粛，中川信義，
上の文献参照）。
37）　マルクスの『資本論』第20章の叙述を「忠実」に適用しようとしたのが堀
中浩である。堀中は国際価値論に関して次のように論じる。
　　「世界市場は国を単位として成立している。だから商品流通の広がりも，
一度国民経済という枠から与えられたうえで，他の国民経済のなかにおい
て，その広がりをこえた商品交換の関係が成立することになる。したがって
社会的平均労働の成立は，国民的労働として国の外へ向かうことになる。つ
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　２．外国為替相場・直接投資・国際的競争
　現実的な外国貿易は，商品種類・品質・ブランド・形態などの相違によ
って行われるが，その基本になるのが国際的競争力の問題である。国際的
競争力は，具体的には国際的価格現象を基礎として生じ，外国為替相場変
まり社会的平均労働が各々の国民経済において成立するという意味で複数の
ものとして与えられることになる。そして，そのうえで諸社会的平均労働の
関係しあう形態として世界的労働が与えられる。しかし，それは社会的平均
的役割を果たすべき諸労働の関係なのであるから，価値法則は修正されるこ
とになる。
　　 つまり，国民的平均といっても，外国市場へでた場合には，発展段階の異
なった国々によって構成されている市場での商品交換がおこなわれる。世界
市場には資本主義的生産様式にまで発展していない国をも包含している。し
たがってその格差を前提にすれば，同じ平均的強度でもより強度の大きい国
民的労働はより多くの価値を生みだすことになる。
　　 生産性は価値の量には関係しないが，社会的平均よりもよい生産諸条件の
もとで生産された場合には，例外的生産力としてそれが平均化されるまで，
同一時間内により多くの価値を生産するが，世界市場ではそれが社会的平均
（＝国民的平均）であるにもかかわらず，より生産的な国民的労働の場合に
は，多くの価値を生みだす例外的生産力の場合と同じ結果を生みだすのであ
る。
　　 こうして〈ある一国で資本主義が発達していれば，それと同じ度合いでそ
こでは労働の国民的な強度も生産性も国際水準の上に出ている〉のであるか
ら，先進諸国の商品は世界市場において，より多くの価値をもっているもの
として交換され，より多くの価値の対象化されたものを交換によって手に入
れることができる。ここでは，より発達している国の商品と発達の段階の低
い国の商品との交換を通じて相互に社会的労働（〈国民的労働〉がどのよう
に関係しあっているかを課題にしている。換言すれば，リカードからミル
（J. S. Mill）へとうけつがれていった課題，つまり国際価格＝交換比率（ミ　
ルは国際価値と定義している）ではなく，それを通しての労働量＝価値量
と，その価値形態が課題になっている。だから，先進国にとっては，より多
くの価値を含む商品，つまりより多くの労働の対象化された商品として自国
の商品の価値が実現しているのであり，後進国の場合には，それが逆の関係
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動を通じて変動する。外国為替相場変動は，国際的競争力を変化させる重
要な契機となる。資本主義国民経済は，金本位制時代においても1930年代
からのいわゆる「管理通貨制下」においても外国為替相場の切り下げを行
うことによって国際的競争力を強化する政策を度々行ってきた。外国為替
相場の切り下げは，外貨建て輸出価格の低下を可能にし，また輸入を抑制
する効果をもっているからである。第一次世界大戦後の世界経済は「為替
切り下げ競争」によってブロック化世界をつくりだし，再度の世界大戦を
もたらす要因ともなった。そこで第二次世大戦後の IMFは，こうした外
国為替相場切り下げを事実上困難にするためにアメリカ・ドルを基軸とし
た固定為替相場制を採用したのであった。IMF加盟国は，外国為替相場
切り下げによる国際競争力増大政策が原則的に不可能になった。いわば
IMF体制下では，外国為替相場の切り下げによる国際競争から，「純粋な
国際価格」に基づく競争関係が形成される状況となった。ところが1973年
アメリカ・ドルの切り下げに伴い変動相場制が採用された。その結果
IMF体制発足時とは異なって外国為替相場変動政策が可能になり，外国
為替相場の切り下げによって国際的競争力強化策を採れるようになった。
外国為替相場変動は，商品の「価値」変動とは異なった独立的な国際競争
　で実現する。
　　 こうして世界市場においては，価値法則が修正されることによって，富国
が貧国を〈搾取〉するという関係がつくりだされている。」（堀中浩『国際貿
易の政治経済学』青木書店，1988年，41-43ページ。）
　　 堀中は，マルクスの叙述を「忠実」に解釈しようとした結果，国際価値論
の最も重要な，なにゆえ「価値法則が修正される」のかという論理が十分展
開されていないのである。「労働の強度」および「労働の生産性」は国々よ
って異なることは誰も異論はない。堀中は，その「強度」および「生産性」
がなにゆえ国際間では特有の現れ方をするのか，という国際価値論で多くの
研究者が解明できなかった問題についての考え方を論じなければならなかっ
たのである。
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関係を形成する。したがって今日の国際価格変動は，「純粋な」商品価値
変動による現象だけでなく，外国為替相場変動による「人為的・政策的」
な複合現象として生じているのである。
　1973年以降アメリカは，ドルと金との交換を履行しないことによって，
アメリカ企業を中心とした企業の海外生産・直接投資を拡大する契機を与
えた。直接投資は外国為替相場変動によって投資金額・規模が大きく作用
するからである。直接投資の拡大は，外国貿易関係にも大きな影響を与え
た。現地生産の拡大は，本国からの同一製品の輸出を相対的に減少するだ
けでなく，逆輸入の増大も生じる。生産地からの商品輸入価格は，当然の
ことながら輸出価格より一般的に低下する。これは直接投資を通じた国際
競争関係の変化である。また直接投資の増大は，現地生産向けの部品・中
間財・素材などの輸出を促進する。現地生産向けの商品輸出は相対的に高
い輸出価格を設定することも可能である。かつて多国籍企業が行ってきた
「トランスファー・プライシング」は，国際競争関係を歪める政策であっ
た。こうして今日の外国貿易＝国際的分業関係および国際競争関係は，直
接投資及び外国為替相場変動によって大きく影響するという特徴がある。
　価格は競争関係，その背後にある需給関係によって決定されると考える
ならば，国際間でもその応用による論理となる。しかし国際間の商品交換
は，単純な需給関係によって行われているのではない。リカードの「比較
生産費説」は，国際間に特有な経済関係を独特な論理で解き明かそうとし
たのであった。ところが J. S.ミルは，リカード「比較生産費説」を補う
べく国際間の需給関係を考慮することを提起する。この J. S.ミルの考え
方は，「一般均衡論」の外国貿易論にも応用されていく。しかし経済学は，
需給関係は「どのようなメカニズム」で決まるのか，需給関係の背後にあ
る問題は何かを明らかにするという課題もある38）。したがって J. S.ミルの
論理は，国際間の特有な現象を「需給関係」論を応用することによって，
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リカード理論を補完しようとしたところにその意義を見いだすことができ
る39）。
　外国貿易の必要性あるいは国際的分業関係形成および国際競争関係に関
しては，外国貿易の現実から出発するとともに外国為替相場変動及び直接
投資の実態を分析することが重要な視点である。外国貿易は，国際的競争
を媒介として行われる。国際的競争は，品質（性能），デザイン，商標な
ども影響するが，最も影響するのが価格である。ところが各国民経済は，
同一の生産形態・生産力水準ではないし，経済構造も異なっている。した
がって各国民経済あるいは個々の資本（企業）は，国際的競争力も異なっ
ていることになる。外国貿易は国民経済単位で表現するのは，国際経済関
係そのものが国民経済間の経済的関係であるからである。経済学は国民経
済総体を対象とした学問体系であるから個別資本（企業）による外国貿易
も国民経済単位を対象として分析することになる。ただし国際経済論・外
国貿易論は，個別企業・個別資本を対象とした理論構築，現状分析を否定
しているのではない。むしろ国際経済論・外国貿易論は，現実の外国貿
易・直接投資などの個別企業・個別資本の運動を分析することが必要にな
る。
　外国貿易は，異なった商品種類の交換であり，価格形態も異なってい
る。そこで商品は国際間においては国民経済と異なった価格表現をとるの
かという問題がある。同一商品において価格が同一であれば外国貿易は生
じない。外国貿易の課題の一つとして，何故国際間で価格形態が異なるの
かということを国際競争原理を基礎として解き明かさなければならない。
38）　例えば次を参照。渡辺太郎「国際貿易の基礎理論」渡辺太郎編『国際経済
論』青林書院新社，1977年所収。
39）　岩田勝雄「古典派外国貿易論の研究」『立命館経済学』第47巻第 2・3・4
号，1998年を参照されたい。
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ところが価格の背後関係は，商品の「価値」関係にあると考えるのか，そ
れとも単純に価格形態のみ解明すればよいのかという点で経済学の方法論
は異なる。ヘクシャー＝オリーンの比較生産費説，あるいは新古典派経済
学の理解は，国際間での「要素」の交換あるいは「要素」の比較という問
題に転化しており，「価値」関係を重要視していない。国際価値・国際価
格を問題にしているのは，スミス，リカード，ミルなどの古典派経済学で
あり，さらにマルクス経済学である。それは国際価値と国際価格との関係
の解明，国際価値がどのような論理・メカニズムを通じて国際価値・価格
表現をとるのか，国際価値とは何か，国際価値としての実体はあるのか，
理論的にどのように証明するのか，その意義とは何かなどの課題が議論さ
れてきた。さらに国際的競争は，D.リカードの比較生産費説と国際価値
把握の意義（２国２財モデル）と限界，比較生産費説を多数国複数財モデル
で説明可能か，あるいは現実的な外国貿易分析に応用できるのか，という
問題などがある。また J. S.ミルの国際価値論の特徴（輸出入均衡化モデルの
意義と限界）とは何か，K.マルクスの『資本論』第１巻第20章「労賃の国
民的相違」をどのように理解すべきか，また「国際的搾取」理論は成立す
るのかどうかという問題などでも多くの研究者の考え方が示された。とく
にマルクス経済学の間では，マルクスが『剰余価値学説史』で例示した外
国貿易＝流通における搾取とは具体的にどのようなものか，国際間では不
平等交換が常態であるのか，不等価交換であればなにゆえ搾取という概念
があてはまるのか，あるいは等価交換においても搾取が行われるのかなど
の諸議論も行われた。これらの議論は先に論じたように万人に十分納得で
きるような結論に至っていないのが実状である。
　外国為替相場は，国際間の競争関係を変動する要因であり，また直接投
資が外国貿易関係を大きく変化する要因になっているのであるが，さらに
国際間において考慮しなければならない問題は，国際価格がどのように設
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定されるかである。商品価格は，国際価格と国内価格の両者が異なる場合
と一致する場合とどちらも存在する。そこで国際価格はどのように設定さ
れるかを明らかにすることこそ国際経済論の課題であり，国際価値論の意
義でもある。それは国際間特有の経済現象を捉える視点が求められてい
る。したがって国際間における「価値法則の修正」あるいは『資本論』レ
ベルでの命題にとらわれる限りは，国際価格現象にまで辿り着くことがで
きないことになる。
　資本（企業）は，利潤追求が課題であるかぎり，国内において他の企業
よりも競争上有利に立とうとする。競争上の優位とは，品質・性能，デザ
インなどとともに最も重要なのが価格である。他の資本よりも価格を低下
することが可能であれば，商品の販路を広げることができる。価格での競
争が不可能であれば，商品コストの低下をはかることによって他の資本よ
りも多くの利潤取得をはかろうとする。さらに資本は，国民経済内部だけ
でなく外国市場にも進出し利潤の取得をはかる。ただし外国市場への進出
は，必ずしも最大利潤の取得を保障されるものではない。そこで資本は国
内での販売を優先するかあるいは外国市場の拡大を求めていくのか，どち
らかを選択する。国内のある商品は，国内市場において相対的（あるいは
絶対的）に過剰となった場合，資本の国際的競争力が高ければ外国市場を
目指すことになろう。しかし国内での生産は，国内市場を満たすだけで相
対的（あるいは絶対的）な過剰も生じないようであれば輸出は行わないであ
ろう。資本は，国民経済的に見れば国内での相対的（あるいは絶対的）過剰
と国際的競争力を有する場合に，外国市場に出ていくことになる。ただし
外国市場に出ていくのは，特定の商品を生産している特定の資本に限定さ
れるのではない。輸出が行われる可能性をもつのは，商品を生産している
同一産業の資本全体においてである。なぜならば国民経済内では資本によ
って競争力は異なっていても，国際間では同一商品は同一価値・価格とみ
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なされるからである。ただし資本にとって輸出を行うことは，外国で高い
利潤を取得する場合と，国内の利潤よりも低い場合があろう。資本にとっ
ては，商品の国際価格が国内よりも高い場合および低い場合もあるし，外
国市場の方が多くの利潤を取得できる場合と低い場合がある。国際間では
ある一国の商品は，同じ価値・価格を有するものと見なされることから生
じる特徴である。すなわち国際間では同一商品は，国民経済的な価値・価
格が異なっていようともあるいは資本のコストが相違していようとも，同
一価値・価格をもつという特徴から生じる現象である。
　輸出を行う資本は必ずしも国内において最も競争力の高い資本に限定さ
れない。国内で他の資本よりも競争力の低い資本でも輸出を行うことが可
能である。また国民経済すべての産業で他の国民経済に比べて国際競争力
が低い場合，輸出可能であろうか。国際競争力の低い国民経済の資本が輸
出を志向する場合は，国際価格かあるいは国際価格以下での価格設定が強
いられるであろう。なぜならば輸入国は，同一商品において輸入価格が高
いのであれば他の輸入先を見つけるからである。したがって競争力の低い
国民経済の資本の輸出は，獲得できる利潤量を一層少なくすることにな
る。しかし資本は，国際競争上不利にあっても国内市場拡大を見込めない
ならば外国市場を求めざるをえない。そうでなければ資本は，市場の拡
大，生産の拡大も望めなくなり，存続それ自体も不可能になる。国内価格
以下での輸出を余儀なくされた資本は，国内よりも取得する利潤量は少な
くなるが輸出を行っていく。輸出の継続・増大は，やがて生産力を増大
し，コストを低下する可能性があるからである。
　国内価格と輸出価格が大きく乖離する現象はしばしば見られる。国内価
格が輸出価格よりも高い場合は，国内での高価格あるいは独占価格の設定
によって低輸出価格によるコスト割れをつぐなうのである。低価格での輸
出増大は，輸出市場が拡大し，生産力を高め，やがて低輸出価格でも利潤
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が上がるような体制づくりが要請される。世界市場に後から参入する国民
経済あるいは資本は，このような低価格輸出で市場を拡大しようとする。
すなわち市場の拡大を求める行動は，たとえ短期的には利潤量が少なくな
っても，国内価格よりも低い価格あるいは国際価格よりも安価での輸出が
行われる場合がある。また競争力の低い国民経済の資本は，国内市場での
需要を見いだせないような生産過剰にある場合，輸出を志向しなければな
らない。それは国内価格よりも低い価格で輸出を行わなければならないこ
とを意味する。
　一般に資本は，国内の需要を超えて生産を行う傾向にある。それは新し
い需要・市場の拡大を求めるからである。資本主義の歴史的傾向としての
絶えざる生産の拡大・市場の拡大傾向は，国民経済を越えて世界市場的な
連携の下で行われるような性格をもっている。資本主義の歴史は生産力の
拡大であったが，それは需要の拡大となる生産的需要および個人的需要・
所得の増大傾向があったからである。
　外国貿易において輸出を増大し生産力の増大をはかろうとするならば，
輸出価格を国際価格よりも安価に設定しなければならない。なぜならば国
際価格と同一水準で輸出しようとするならば，国際競争上の優位とならな
いし，輸出できない事態が生じるからである。輸入国はどこの国からも輸
入可能である。したがって輸入国は，同一商品であるならば，価格の低い
国からあるいは運賃，支払い条件の有利さなどを選択しての輸入となろ
う。また輸出を志向する国において国内での過剰商品は，輸出によって価
値を実現しなければならないことから，国内の「価値」以下での輸出も余
儀なくされる。こうして世界市場での競争は，国際価格を不断に押し下げ
る傾向をもつことになる。しかし世界市場で国際価格が不断に低下する傾
向をもつということになれば，資本は輸出部門から撤退することになる。
それは輸出によって超過利潤の取得が不可能になり，場合によっては国内
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の利潤量さえ取得できないことになるからであり，したがって輸出を選択
しないことになるからである。また世界市場において国際価格が低下する
傾向になれば，多くの資本は輸出を行わなくなるであろう。そこで輸出価
格の低下を阻止するための方策が講じられる。さらに輸出価格を低下する
必要のない商品は，特産品あるいは特定国の生産に限られている。どちら
の商品も別の国からの輸入が困難であるとすれば，国際価格が高く設定さ
れたとしても輸入せざるをえない。多くの国で生産している国際商品も特
産品などのように価格を安定させ，輸出国を安定しさえすれば輸出価格を
低下する必要はない。
　したがって輸出価格を安定させようとするには，第１は，安定的に輸出
できる環境を整備すればよいのである。安定的に輸出するためには，植民
地・従属国を獲得することである。植民地・従属国は，宗主国によって生
産構造，社会構造が変えられ，宗主国のための原材料供給地としてさらに
販売市場として組み込まれているからである。現在植民地は，一部の地域
に残っているだけで，植民地の獲得によって安定市場を形成することは事
実上不可能である。今日の安定市場の形成は，経済統合という形態で追求
しているのである。
　第２は，国際商品を輸出する国が多数の場合，競争が行われ，価格が低
下する傾向をもつ。こうした傾向を阻止するためには，輸出国間で協定を
結び競争を排除することである。輸出国の協定は，輸入国の価格による選
択肢を取り除くことにある。輸出国協定は，先進国間のみで結ぶというこ
とになれば，むしろ価格引き下げを強固に阻止することになる。
　こうして国際価格が不断に低下する傾向は阻止される。むしろ今日の外
国貿易は，一次産品を除いた先進国の工業製品とりわけ技術集約型・資本
集約型産業の製品の国際価格は安定的に推移している。発展途上諸国の多
くで生産される一次産品価格は，国際価格が安定しないばかりか，工業製
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品の価格に比べ相対的に低下傾向にある。多くの発展途上諸国の一次産品
の価格設定権は，先進国資本によって支配されているからである。したが
って一次産品しか輸出商品をもたない発展途上諸国は，外国貿易によって
収入が増大するのではなく，減少する場合もある。輸入すべき商品が工業
製品だけでなく食糧・食料品，日常生活品など多数に及ぶ国にとっては，
輸出価格の低下，輸入価格の増大は，外国貿易収支を悪化させ，やがては
債務のみを増加させる事態を招くとこともしばしばである。
　今日発展途上諸国の一部においては，現代外国貿易システムが不利に働
いている。農産物あるいは鉱物資源などの輸出商品しかもたない発展途上
諸国の外国貿易は，国際価格で外国貿易を行おうとすれば，生産費以下の
輸出を余儀なくされる事態も生じることになる。また発展途上諸国の一次
産品輸出は，国民的「価値」以下であれば，外国貿易を続けることが国民
経済的損失ということになる。それでも外国貿易を継続しているのはなぜ
かという問題がある。発展途上諸国の一次産品は，かつて植民地時代に宗
主国の原料・食料供給地として変えられ，今日でも生産体制は基本的に変
化していないということ，さらに多国籍企業，アグリビジネスなどが「開
発輸入」という名目で発展途上諸国を新たな生産地に組み入れていること
などである。発展途上諸国は低価格での輸出が可能なのは，何よりも低労
賃労働が大量に存在しているからである。労働者は基本的権利も与えられ
ていない状況では，労賃はいわゆる「労働力の価値」以下の水準にまで引
き下げられることがしばしば生じる。多くの発展途上諸国では輸出を増大
しようとしても輸出商品を生産することはできない。発展途上諸国は，輸
出を確保しなければ外貨収入の道が途絶える。すなわち輸出は，国民的価
値以下でも輸出を志向するのは，国内で補助金が与えられていること，コ
ストが安価であることとともに，労賃を価値以下の水準でも可能なこと，
さらに深刻な外貨不足などによって行われているからである。
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３．国際価値の展開──国際価格論へ
　国際経済論あるいは外国貿易論の基礎は，外国貿易および国際分業形成
の原因すなわち何ゆえ商品輸出・輸入が行われるのか，同じ意味であるが
国際的分業が何ゆえ形成されるのかを明らかにすることである。資本主義
社会は，商品生産の拡大とともに市場は広がっていく。その市場の広がり
は国内市場のみならず外国市場にまで及ぶ。外国市場への広がりが外国貿
易として現れるのである。また外国貿易は商品交換＝流通の一形態である
が，それは商品の価値的な側面だけでなく，使用価値的側面からも捉えな
ければならない。
　国際的商品交換に登場する商品は，当然のことながら価値をもっている
もののあいだの交換である。国際価値の問題は，その価値はどのようにし
て測られるのか，あるいはどのような交換基準で行われるのかである。こ
の問題の論点は，先に示したように国際的商品交換が行われるのは国民経
済を越えた商品交換であることから，国民経済の価値法則・価値体系その
ものが国際間で通用するのかしないのか，あるいは国際間では別個の経済
原理が働くのかどうかということである。国際間あるいは世界市場は資本
主義の本来の法則・原理が貫く場であるとする考え方は，国民経済の原
理・法則よりも世界市場の原理・法則の方が上位にあり，それゆえに世界
市場の原理・法則に基づいて国民経済の原理・法則が働く，すなわち世界
市場は，市場一般の原理・法則が貫き，国民経済が世界市場の一部分とし
て構成されるのであるから，国際価値の問題は当然世界市場の原理・法則
の問題として位置づけなけばならない，とするのである｡ 他方世界市場は
国民経済の複合体であり，国民経済の原理・法則が国際的経済関係を通じ
て貫かれるのにすぎない。したがって国際価値の問題は，国民経済の価値
関係を主軸にしていることから，国民経済間の価値体系の比較あるいは関
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係の問題である，とするのも有力な考え方である｡
　国際価値論あるいは国際価格論は，リカード以来の労働価値説を基軸に
して論じるべき対象か，一般均衡論を前提とした単なる「価格論の問題」
として論じるべきなのか議論が分かれてきた。一般均衡論の場合には，国
際価値という概念を問題としているのではなく，またいわゆる「価値論」
的な視点から論じられるのでもない。むしろ一般均衡論は，外国貿易・国
際分業の背後にある要素の均衡配分を中心に論じる傾向にある。また一般
均衡論は，J. S.ミルのような国際価値論を展開しているのでもない。
　労働価値説を基軸にした国際価値論・国際価格論は，多くの論点が提示
された。しかし，労働価値説を国際間に適用する場合は，国民経済内の原
理が国際間では直接適用できるのか，変容するのかという相違がある。国
際価値論は国際価値関係と考える理論は，価値原理は国民経済における法
則であり，国際間では異なった理論で説明しなければならない，とする。
それはリカード理論を労働価値説を用いて，いかに合理的に説明しうるか
が課題となった。リカード比較生産費説では「資本と労働の移動の困難
性」が国際間での価値原理・価値法則の修正がなされる根拠とする。した
がってこの論理は，リカードの命題を基本として国際間の価値原理・価値
法則の修正問題を論じたところに特徴がある。
　リカード説と対立する考え方は，価値原理・価値法則の理論は国内であ
ろうと国際間であろうと資本主義の世界で一貫すると主張し，世界市場こ
そ価値原理・価値法則が十全に作用する領域であるとする。ところが国民
経済は，国家権力により強制的に国境を設定したことから価値原理・価値
法則は，特殊歴史的であり，歪められる場合もある。したがって世界市場
は，資本主義の諸原理・法則が国民経済という枠をはめられることなく，
直接的に価値法則が貫く市場として位置づけるのである。そして国際価値
論は，世界市場で価値原理・価値法則がどのように貫くかということが中
124
心的課題であり，国際価値の実体と量的規定を明らかにすることが重要で
あるとする。世界市場で価値原理・価値法則が全面的に開花するという考
え方は，例えば国民経済内における市場価値の理論は，特殊・歴史的な規
定が与えられる領域であり，世界市場では特殊的な規定から一般的な規定
が与えられる領域となる。むしろ世界市場でこそ価値法則は全面的に開花
すると考える。その意味では国際交換に登場する商品の背後にある国際分
業関係は，労働の世界的配分にあるとする。とくに世界市場での労働は，
国民的な性格から抜き出ていわゆる世界的労働あるいは「普遍的・一般的
労働」としての意味をもつことになる，とするのである。
　国際価格の背後にある国際価値に関するこれまでの理解・理論は，いわ
ば抽象レベルの議論であって，具体的・現実的な問題分析にまでは至って
いなかった。経済学は，こうした抽象レベルの議論を行っていくことが，
経済学の本来の課題すなわち一般理論の構築につながると考える研究者も
多かった。こうした考え方は，経済学の方法を「純粋」経済学理論の体系
化を目指すということであった。新古典派経済学あるいはマルクス主義経
済学の一部は，「純粋経済学理論」の構築を試みていたのである。国際経
済論の領域でも同様であった。とりわけこれまでの国際価値論は，「純粋
理論」の典型といってもよいような研究対象であった。こうした経済学の
「純粋理論」化傾向は，一部で経済学離れすなわち形而上学化した学問体
系の忌避につながった。すなわち具体的・現実的な経済分析から乖離し，
記号化したあるいは一部の研究者にしか理解できないような「理論」の経
済学は，実践的でなく，政策化できないものとなり，人びとから敬遠され
るようになってきたのである。
　従来の国際価値の理論は，マルクスの叙述を中心とした内容・理解に焦
点があり，具体的・現実的分析・展開に欠けていた。そこで具体的・現実
的な国際価値・価格に基づく国際的競争の理論は，どのように展開すべき
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かという課題がある。国際価値論の理論問題では，国際価値の実体論ある
いは関係論というように分類される議論が行われた。どちらの理論も価値
の本質的な規定に迫ろうとするものであった。しかし両理論は，本質的な
問題に迫ろうとすればするほど外国貿易の実態とはかけ離れた理論となっ
た。なぜならば，それらは現実の外国貿易実態を看過した国際価格論抜き
の理論であったからである。したがって国際的競争論を論じる場合は，国
際価格の実態からはじめ，価格の背後にある価値の問題を解くことが必要
である。
　国際価値論研究の中で主張された国際経済関係における価格は，価値の
実態を正確に反映するとする考え方の再考を要することを示している。む
しろ国際価格は，国民的価値あるいは国際的価値と乖離して現れると考え
なければならない。国際価格は，各国民経済の平均的「価値」をあらわす
と考えるよりも，平均をあらわさない現象であると考える方が合理的であ
る。例えば国際価格とは何かといったとき，同一商品は同一価格で取り引
きされることを前提にしてきたが，現実は価格は統一されずに外国貿易が
行われている。今日での国際価格（世界市場でほぼ統一的な価格が設定されて
いる）が成立している代表的な国際商品は，石油，コーヒー豆，小麦，砂
糖，半導体などであり，すべての外国貿易商品に成立しているのではな
い。こうした商品においても国際相場現象があり，必ずしも同一価格で取
り引きされているのでもない。むしろ日々価格は変動しているのである。
諸国際間での外国貿易は，日常的に価格が変動し，統一価格が設定しにく
いことを示している。いわば外国貿易は二国間の関係であるからこそ「相
対取り引き」になる可能性をもつのである。もちろん日常的な価格変動の
中で価格は一定の法則性をもっていると考えてきたのは，主観価値説（一
般均衡論），客観価値説（労働価値説）とも同様であった。
　経済学は，特殊的な形態を対象としているのではなく，一般的・合法則
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的な現象を対象としているのであり，例外を明らかにするということは，
経済学の目的に反しているという批判がある。こうした批判があろうとも
国際経済関係における価格変動は，一般的・合法則的な理論では解明でき
ない事実がある。その典型は，国際価格をどのような基準であらわすかと
いう問題である。すなわち国際価格の基準は価値であると主張することは
容易である。それは価格が価値の現象形態であるから，価格の背後にある
価値関係を明らかにすれば課題に応えることになるという考え方である。
こうした考え方にたてば，主観価値説にたつか客観価値説にたつかという
方法論の相違はあるとしても，再び価値の実体は，どのようにして決定す
るのかという問題に直面する。その結果は，国際価格の現実に迫る理論と
して応用できないのである。
　国際価格は，金本位制の段階のように世界貨幣＝金で表示されるなら
ば，世界貨幣と国民通貨との交換比率及び外国為替相場の変動の問題とな
る。各国の通貨は，外国為替相場を通じて各国通貨との関係をあらわし，
また世界貨幣＝金と結び付く。ところが外国為替相場は，各国の通貨の
「価値」を正確に表示しているかといえば，決してそうではない。19世紀
の各国の通貨は，国際通貨イギリス・ポンドとリンクしてあらわしてい
た。またイギリスを除いて各国は，国際競争力を高めるために，さらに輸
入を抑制するために外国為替相場の切り下げを行っていた。各国の輸出価
格は，外国為替相場の変動すなわち切り下げによって，国民的価値以下で
の設定を余儀なくされる。こうした事態は商品が国民的価値を必ずしも正
確にあらわしていないことになる。今日の資本主義各国は，変動相場制を
採用している。その変動相場性は，各国の国際収支状況に応じて変動して
いるのであり，相場変動によって輸出価格・輸入価格も大幅に変動しう
る。そうなると各国の輸出価格は，金本位制であれ変動相場制であれ，商
品の「価値」を正確にあらわさない。また国際商品といわれるような商品
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は，外国為替相場の変動による変化だけでなく，一部は投機商品として相
場現象が成立している。ここでも相場の成立は，必ずしも各国価値を正確
に反映するものではないことになる。
　世界市場では，国際価格現象は外国為替相場変動や競争関係あるいは投
機などによって歪められているのである。したがって国際的な競争関係を
明らかにするためには，価格ではなく「価値」を基準にすべきであるとい
う理論が生まれたのである。しかし前述のように「価値」関係の解明は，
国際価格現象の変動を分析することに至ることにならないのである。国際
競争の問題は，現実の国際価格のレベルから論じる必要があることにな
る。
　国際価値論をめぐる二つの基本的な考え方は，国際価値論の解釈にとど
まらず，国際経済の方法・内容にまで及ぶ方法的な相違となっており，そ
の意味では日本の国際経済研究の認識水準を示しているのでもある。国際
経済論の方法的な相違は，現代の経済的状況に関する分析の相違にも現れ
ているし，また国民経済への経済政策，国際経済政策への関心などの相違
としても現れている。特に世界市場論的方法を基軸にする考え方の一部に
は，国際経済政策への追求という問題には関心を示すこともなく，理論・
法則の解明にのみ関心をもつということであり，その限りでは今日の経済
学がもつ困難性・危機把握に乏しいといってもよいような状況にある。し
かし国際経済論は国民経済を基軸にして，国民経済の対外関係を明らかに
するという方法論においても，例えば国際価値論はいまだ D.リカードの
比較生産費説の２国２財モデルの適用を超えられない状況にある。最近の
理論では，J. S.ミルの国際的相互需要説の取り入れ，あるいは地代論を国
際的に応用するなどの方法も見られる40）｡
40）　M.マッサラート『エネルギーの政治経済学』村岡俊三・佐藤秀夫訳，有
斐閣，1985年を参 照。
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　そこで国際価値論は国民経済と国際経済の相互規定的関係を媒介する論
理として次のように理解する必要があろう。国民経済における国民的価値
は，国民経済内の価値法則・価値体系によって決められる。国民経済の価
値体系は，生産力の発展度合い，商品に対化される労働量などが規定す
る。したがって各国民経済の複合体である世界市場は，各国民的価値体系
を基準として国際的価値が決められることになる。国際商品は，各国民経
済の価値体系・価格体系の加重平均としたものとして取り引きされる。各
国民経済の価値体系の加重平均は，世界的労働という概念で表現すること
もでき，世界的労働は国際的価値の量的規定となりうる。このように国際
的価値の実体は，世界市場独自の運動形態を採っているように見える。し
かしその内容は，国民経済の価値体系を基準としたものであり，世界市場
独自で成立する内容のものではない。いわば国際的価値は国民経済の運動
によって形成され，国民経済の運動によって変化していくことを示すもの
である。このような視角は，いわば世界市場論的視角および国際関係論的
視角の両者をつなぎ合わせたような視角のように見えるが，理論的には国
際経済あるいは世界市場の方法論の相違をあらわしているのでもある。国
際価値論は世界市場論的分析視角と国際関係論的分析視角の総合・統一が
必要なのであるが，同時に具体的な外国貿易の状況に適用される内容をも
つものでなければならない。
　国際価値論は，第１に，国際間における国際価格成立の背後にある関係
を明らかにすることである。そのさい国民的価格と国際価格は価値関係は
等しいのか，等しくないのか，なぜ国民的価格と国際価格は一致するのか
しないのかを理論的・現実的に解明すること。第２に，国際価値を成立さ
せる論理は何か。これまでの議論は，「国民的生産性」および「国民的労
働強度」の相違が国際価値成立の根拠とされてきたが，こうした論理で説
明できるのかどうか。国際価値の成立は国民経済間の相対的な価値関係に
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あるとする伝統的な考え方でよいのかどうか，また世界市場論的解釈でよ
いのかどうか問われている。第３に，スミス以前の経済学（Political 
Economy）での外国貿易は，金貨幣による価格を外国為替相場を媒介とし
て直接比較していた。資本主義確立以前の外国貿易は，なにゆえ直接比較
が可能であったのであろうか。ところがリカードの世界になると直接比較
ではなく相対比較の考え方になり，後の経済理論に応用されていく。マル
クス派においてもリカード理論の「マルクス的解釈」が主流になってい
く。したがって国際価値論の展開のためには，古典派経済学以前に見られ
た貿易商品の直接比較という考え方を改めて検討する余地がある。
　国際価値論の展開は，国際的競争の問題であり，国際価格視点であり，
さらに外国為替相場変動の問題である。例えば外国為替相場の問題では，
国家により価格の度量基準の変更すなわち外国為替相場の切り下げが行わ
れれば，外貨建て輸出価格の低下をはかることが可能になり，商品の価値
が変わらない状況での価格変更となる。商品の国民的価値の変更を伴わな
い国際価格の変更は，国際的競争の変更であり，したがって国際的価値は
世界的労働の量も実体の変更もなく，国際価格現象が変わったことを意味
している。国際間での貿易は，国内価格と国際価格が一致および不一致が
生じるが，それが外国為替相場あるいは国際競争によって歪められている
ことを明らかにすることが，国際価値論といわれる領域の課題になるであ
ろう。したがって国際価値論研究を発展させるためには，国際価値の実
体・本質研究と同時に国際的競争を基軸にした研究が必要になってきてい
る。また国際価値論研究は，リカードやミルに後戻りするのではない。そ
れは今日の先進資本主義諸国での外国為替相場は変動為替相場制を採用し
ている事実があり，為替相場は国民的貨幣の「価値」とは必ずしも一致し
ない運動をとっているし，また国際価格の変動は今日複雑な様相となって
いるからである。

